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第１ 国民健康保険制度
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１ 国民健康保険の特徴

(１) 国民皆保険を支える公的医療保険

⚫ 国民全員が保険に加入し、全員が保険料を支払うことで、

お互いの負担を軽減し、ケガや病気のリスクを

社会全体で支え合う仕組みのこと。

⚫ 他の健康保険に加入できない人が加入する保険
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１ 国民健康保険の特徴

(２) 公平な保険料負担

⚫ 加入者全員が基本料金を払い、

所得の多さに応じて支え合う仕組み
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応能負担

所得などに応じて
費用を負担する方式

応益負担

利益を受ける
人数等に応じて

費用を負担する方式

＋
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１ 国民健康保険の特徴

(３) 加入者

⚫ 年齢構成が高い

⚫ 医療費水準が高い

⚫ 所得水準が低い
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無職

国民健康
保険

自営業者など
無職

その家族

後期高齢者医療制度
原則75歳以上

被用者保険

会社員など
その扶養家族

75歳

退職

就労

扶養
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１ 国民健康保険の特徴

(３) 加入者
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29.5％

28.6％

27.7％
27.1％

26.8％

H29 H30 R1 R2 R3

国民健康保険加入率の推移

13.9％ 16.3％
22.1％

69.4％

26.8％

0 - 19歳 20-39歳 40-64歳 65-74歳 総数(0-74歳)

年齢階層別の国保加入率

1.9%

13.2%

29.5%

4.2%

40.6%

農林水産業 自営業 被用者 その他 無職

国保の世帯主の職業

9.8％
15.1％

32.6％

42.4％

0 - 19歳 20-39歳 40-64歳 65-74歳

年齢階層別の国保構成率

（出典：国民健康保険実態調査 令和３年度）
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１ 国民健康保険の特徴
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（出典：厚生労働省ホームページ）
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保険料

保険料

保険料
保険料

公費

公費

公費

公費

その他 その他

給付費

給付費

給付費

給付費
前期調整金

1.4兆円

前期調整金
1.2兆円

前期調整金
3.1兆円

後期支援金
2.5兆円

後期支援金
2.3兆円

後期支援金
1.4兆円

後期支援金
6.9兆円

収入 支出 収入 支出 収入 支出 収入 支出

協会けんぽ 健保組合 市町村国保 後期高齢者

１ 国民健康保険の特徴

(４) 医療保険制度間での支え合い
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収入 支出

協会けんぽ 健保組合 市町村国保 後期高齢者

収入 支出 収入 支出収入 支出

第１ 国民健康保険制度

（出典：厚生労働省ホームページ）

＊この図は医療保険者のすべてを含んでいないため、支援金・調整金の収入と支出の合計は一致していません。



１ 国民健康保険の特徴

(５) 介護保険料の間接的な納付

40～64歳(第２号被保険者)の方は、

各医療保険を通じて介護保険料を納付
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27%
協会

けんぽ

健保

組合

共済

組合

国保

介護保険総費用 第２号被保険者の保険料
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２ 国保の会計
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(１) 主な歳入と歳出①

（出典：東京都国民健康保険ハンドブック（令和５年度版））
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２ 国保の会計
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(１) 主な歳入と歳出②

（出典：東京都国民健康保険ハンドブック（令和５年度版））
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２ 国保の会計

14

(２) 市の主な歳入と歳出

⚫ 歳入

①国保税

②国・都からの支え

（含他保険からの支え）

③市全体の税収からの支え

⚫ 歳出

①事業費納付金（医療分）

②保険給付

③保健事業など

④他制度を支える分

（後期・介護の納付金)

第１ 国民健康保険制度

＊国保の会計は、「利用する人から費用分の財源を納めていただく」という考えのもと、
市全体の財源とは別に、独立して歳入・歳出を管理しています。



２ 国保の会計
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(３) 赤字繰入とは

⚫ 繰入

市全体の財源を国保の費用にあてること

繰入の名目や金額は法律で規定

⚫ 解消すべき赤字繰入

法定外の繰入のうち、本来は国保加入者から

の保険税で賄うべき金額のこと

第１ 国民健康保険制度



２ 国保の会計
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(４) 財政健全化計画

主旨：赤字繰入を解消していく計画

方法：保険税の見直し、国都財源の獲得、重症化予防、適正な手続き等

（出典：市報むさしの令和２年３月１日号））

第１ 国民健康保険制度
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３ 事業費納付金
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(１) 事業費納付金とは

⚫ 市から都に収める保険料のようなもの

⚫ 都全体の医療費や他制度を支えるための財源

⚫ 市は納付金を納めることで、医療費を交付される

第１ 国民健康保険制度

保険税
の納付

保険税

国都
交付金等

保健事業等

事業費
納付金

繰入

保険給付費
等

国の交付金等

各市からの事業費納付金

都の一般会計からの繰入

歳入 歳出
市の国保加入者 市の国保会計

東京都の国保会計
（各市に交付する医療費等の財源）



３ 事業費納付金
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(２) 算定方法

① 都が毎年度１月に次年度分を算定する

② 都全体の医療費推計などから必要額を算出

③ 必要額を各区市町村国保の所得や人数で割り振り

（現状では、医療費の高さも反映）

第１ 国民健康保険制度



３ 事業費納付金
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(２) 算定方法 ① 都全体の納付金必要額

（出典：令和5年度 国保事業費納付金・標準保険料率等 算定結果 ）

第１ 国民健康保険制度



３ 事業費納付金
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(２) 算定方法 ① 都全体の納付金必要額

都の医療費の推計 − 国の補助等 ＝ 納付金必要額

都の被保険者数の見込み × 一人あたり医療費の見込み

第１ 国民健康保険制度



３ 事業費納付金
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(２) 算定方法 ② 各市区町村の割り振り

■事務局メモ
概念の式だけでよいのかもしれません。

（出典：令和5年度 国保事業費納付金・標準保険料率等 算定結果 ）

第１ 国民健康保険制度



３ 事業費納付金
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(２) 算定方法 ② 各市区町村の割り振り

( 都全体の納付金必要額 )

×( A市の所得の高さ＋被保険者の多さ)

×( A市の医療費の高さ) ± その他

＝ A市の納付金

第１ 国民健康保険制度



３ 事業費納付金
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(３) 算定に影響するもの（医療分）

⚫ 都全体の国保加入者の医療費の推計

⚫ 国からの補助等

⚫ 市の国保加入者の所得・人数・医療費の水準

第１ 国民健康保険制度



３ 事業費納付金
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(３) 算定に影響するもの（後期支援分・介護分）

⚫ 国全体の後期高齢者医療費・介護給付費の推計

⚫ 国からの補助等

⚫ 市の国保加入者の所得・人数の水準

第１ 国民健康保険制度



第２ 現状
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１ これまでの推移
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(１) 都算定の推計・納付金必要額

640億円

660億円

680億円

700億円

720億円

740億円

H30 R1 R2 R3 R4 R5

介護納付金総額推計

7,700億円

7,900億円

8,100億円

8,300億円

8,500億円

H30 R1 R2 R3 R4 R5

国保給付費総額推計

1,600億円

1,650億円

1,700億円

1,750億円

1,800億円

H30 R1 R2 R3 R4 R5

後期支援金総額推計

2,700億円

2,900億円

3,100億円

3,300億円

3,500億円

H30 R1 R2 R3 R4 R5

医療一般納付金必要額

850億円

900億円

950億円

1,000億円

1,050億円

H30 R1 R2 R3 R4 R5

後期一般納付金必要額

350億円

370億円

390億円

410億円

430億円

450億円

470億円

H30 R1 R2 R3 R4 R5

介護一般納付金必要額

第２ 現状

（出典：東京都の通知に基づき作成）



１ これまでの推移
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(２) 市の療養費等・納付金・所得と医療費水準

30億円

31億円

32億円

33億円

34億円

35億円

H30 R1 R2 R3 R4 R5

医療一般納付金

8億円

9億円

10億円

11億円

12億円

13億円

H30 R1 R2 R3 R4 R5

後期一般納付金

2億円

3億円

4億円

5億円

6億円

7億円

H30 R1 R2 R3 R4 R5

介護一般納付金

70億円

75億円

80億円

85億円

90億円

H30 R1 R2 R3 R4 R5

療養費等（R4決算見込・R5予算）

1.00%

1.05%

1.10%

1.15%

1.20%

1.25%

1.30%

R1 R2 R3 R4 R5

所得水準の推移（都総計に対する割合）

所得割シェア（応能）

均等割シェア（応益）

86%

88%

90%

92%

94%

96%

R1 R2 R3 R4 R5

医療費水準（国平均に対する割合）

東京都平均

武蔵野市

第２ 現状

（出典：「所得水準の推移」「医療費水準」は東京都の通知に基づき作成）



１ これまでの推移
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(２) 市の法定外一般会計繰入金の割合

0.00%

1.00%

2.00%

3.00%

4.00%

5.00%

6.00%

7.00%

8.00%

9.00%

10.00%

H29 H30 R1 R2 R3 R4

国保事業会計の歳入に占める法定外一般会計繰入金の推移

武蔵野市

市町村計

東京都計

特別区計

第２ 現状

（出典：国民健康保険事業状況第４表に基づき算出）
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２ 今後の推計

31

(１) 都の動向

納付金算定に反映されている医療費水準は、

段階的に反映されなくなる見込み

医療費水準が比較的低い市区町村は、

納付金の負担割合が大きくなっていく

第２ 現状



２ 今後の推計
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(２) 全国的な動向

① 保険料水準の統一化

国保運営方針 「都道府県内の保険料水準統一の目標年度の記載を」

努力者支援制度「α※＝０達成・目標年次設定・保険料減免水準の統一等を高く評価」

② 診療報酬の改定
国方針「物価・賃金上昇や保険料負担への影響等を踏まえ必要な対応を行う」

③ 第４期医療費適正化計画
特定健診・特定保健指導の見直し

重複投薬等の適正化・後発医薬品促進

医療DXによる医療情報の利活用等を通じた取組の促進

④ 被用者保険の適用拡大
令和６年10月改正で約35万人が国保から社保に移行する試算（令和２年度厚生労働省）

第２ 現状

※α・・・医療費指数反映係数。０になると市の医療費水準が事業費納付金に反映されなくなる。



２ 今後の推計
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(３) 武蔵野市の推計

44

45

46

47

48

49

50

51

52

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

事業費納付金推移（実績＋推計）

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

被保険者数推移（実績＋推計）

推計期間 推計期間

第２ 現状

(人) (億円)



第３ 令和６年度税率改定
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１ 国保世帯の分析
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(１) 世帯所得の分析

5,555 

831 907 1,048 

1,905 
2,713 

2,303 

3,691 

2,193 
1,503 

868 678 561 362 327 273 194 180 134 125 101 75 114 59 50 
808 

 -

 2,000

 4,000

 6,000

(人) 所得階層別の被保険者数の世帯内訳

被保険者数

4人以上世帯

3人世帯

2人世帯

1人世帯
＊世帯内の国保以外の
人数は含まない

 -

 1,000

 2,000

 3,000

 4,000

 5,000

 6,000
(人・世帯)

所得階層

所得階層別の被保険者数及び世帯数

被保険者数

世帯数

第３ 令和６年度税率改定

（令和５年度武蔵野市当初賦課時点）

所得階層

＊このグラフの「所得」は、国保に加入していない世帯主（擬制世帯主）の所得を含む（特例軽減適用前所得）。



１ 国保世帯の分析
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(２) 加入・脱退の分析

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

社保離脱 転入 出生

加入

H30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

（人）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

社保加入 転出 後期加入

脱退

H30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

（人）

第３ 令和６年度税率改定

（武蔵野市の事業年報に基づき作成）



２ 令和６年度税率改定案の諮問
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所得割率

＋0.52%

均等割額

＋5,000円

課税限度額

＋２万円

所得割率8.7% 均等割額50,900円 課税限度額102万円現行

第３ 令和６年度税率改定
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（第１期武蔵野市国民健康保険財政健全化計画令和３年度改定版に基づく改定）

２ 令和６年度税率改定案の諮問

⚫ 国民健康保険事業における財政の安定化

⚫ 年度目標は、各計画期間において、目標額に到達するよう設定

⚫ 保険税率の見直し時の目標額は、実績を踏まえ調整・平準化

第３ 令和６年度税率改定



２ 令和６年度税率改定案の諮問

令和2 令和3 令和4 令和5 令和6 令和7 令和8 令和9

削減目標額

単年度 4,500 400 5,000 400 5,000 400 5,000 395

累計額 8,510 8,910 13,910 14,310 19,310 19,705

実績額

前年度比 5,314 963 -3,478

累計額 3,110 4,073 595

39

【各年度における１人当たりの赤字削減目標】 （単位：円）

令和2 令和3 令和4 令和5 令和6 令和7 令和8 令和9

削減目標額
単年度 4,500 400 5,000 400 9,000 400 9,000 310

累計額 995 9,995 10,395 19,395 19,705

目標額の調整・平準化

第３ 令和６年度税率改定



２ 令和６年度税率改定案の諮問

40

基礎（医療）分 後期高齢者支援金分 介護納付金分 合計

所得割率

改定案 5.62% 1.95% 1.65% 9.22%

現行 5.10% 1.95% 1.65% 8.70%

差 + 0.52％ 改定なし 改定なし + 0.52％

均等割額

改定案 31,000円 11,300円 13,600円 55,900円

現行 27,400円 10,600円 12,900円 50,900円

差 + 3,600円 + 700円 + 700円 + 5,000円

課税
限度額

改定案 65万円 22万円 17万円 10４万円

現行 65万円 20万円 17万円 102万円

差 改定なし ＋２万円 改定なし ＋２万円

１人当たり赤字削減額 9,000円（保険税改定分8,600円）

所得割率 ＋0.52% 均等割額 ＋5,000円 課税限度額＋２万円

第３ 令和６年度税率改定



２ 令和６年度税率改定案の諮問
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１人当たり赤字削減額 9,000円 （保険税改定分8,600円）

所得割率 ＋0.52% 均等割額 ＋5,000円 課税限度額＋２万円

１人当たり赤字削減額 5,000円 （保険税改定分4,600円）

所得割率 ＋0.4% 均等割額 ＋3,000円 課税限度額 改定なし

今回の改定案
（令和６年度）

前回の改定
（令和４年度）

前回改定 + 4,000円

前回改定 + 0.12% 前回改定 + 2,000円 前回改定 + 2万円

第３ 令和６年度税率改定
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２ 令和６年度税率改定案の諮問

（１） 所得階層別の影響額 （１人当たり）

別紙 【 資料１－１ 】 参照

＊１人当たりの影響額は、

１０００～１１００万円世帯（176世帯,全体の１％）が最大

（２） モデル世帯の所得階層別の影響額 （世帯当たり）

別紙 【 資料１－２ 】 参照

①30代主・単身世帯 ②40-50代主・４人世帯 ③70代主・２人世帯

第３ 令和６年度税率改定

(介護２人・子２人)
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（３） 国民健康保険税 課税総額の比較

年度 平成30 令和元 令和２ 令和３ 令和４

歳入調定額

（千円）
3,101,464 3,052,049 2,937,189 2,914,902 2,960,712

参考：国民健康保険税 歳入調定額（現年課税分決算額）

※ 令和５年度当初課税データに基づき算出

２ 令和６年度税率改定案の諮問

令和５年度（現行） 令和６年度（改定案）

均等割額 50,900円 55,900円

所得割率 8.70% 9.22%

軽減割合 7割、5割、2割 7割、5割、2割

応益割率（医療分・軽減前）※ 33.71% 34.77%

課税限度額 102万円 104万円

課税総額（軽減後）※ 3,018,514千円 3,238,231千円

対令和５年度増減額 ― 219,717千円

第３ 令和６年度税率改定
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(４) 税率等の改定に伴う改定額の推移

２ 令和６年度税率改定案の諮問

第３ 令和６年度税率改定

年度 改定内容
１人当たりの

課税額の改定額
改定後の税率等

平成
30年度

所 得 割 0.3%（医療0.2%、支援0.05%、介護0.05%）

均 等 割 1,000円（医療400円、支援300円、介護300円）

課税限度額 ２万円（支援１万円、介護１万円）
2,914円

所 得 割 8.1%（医療4.9%、支援1.75%、介護1.45%）

均 等 割 44,900円（医療24,200円、支援9,000円、介護11,700円）

課税限度額 89万円（医療54万円、支援19万円、介護16万円）

令和
元年度

課税限度額 ４万円（医療４万円） 715円
所 得 割 8.1%（医療4.9%、支援1.75%、介護1.45%）

均 等 割 44,900円（医療24,200円、支援9,000円、介護11,700円）

課税限度額 93万円（医療58万円、支援19万円、介護16万円）

令和
２年度

所 得 割 0.2%（医療0.1%、支援0.05%、介護0.05%）

均 等 割 3,000円（医療1,700円、支援800円、介護500円）

課税限度額 ３万円（医療３万円）
3,807円

所 得 割 8.3%（医療5.0%、支援1.8%、介護1.5%）

均 等 割 47,900円（医療25,900円、支援9,800円、介護12,200円）

課税限度額 96万円（医療61万円、支援19万円、介護16万円）

令和
３年度

課税限度額 ３万円（医療２万円、介護１万円） 391円
所 得 割 8.3%（医療5.0%、支援1.8%、介護1.5%）

均 等 割 47,900円（医療25,900円、支援9,800円、介護12,200円）

課税限度額 99万円（医療63万円、支援19万円、介護17万円）

令和
４年度

所 得 割 0.4%（医療0.1%、支援0.15%、介護0.15%）

均 等 割 3,000円（医療1,500円、支援800円、介護700円） 4,000円
所 得 割 8.7%（医療5.1%、支援1.95%、介護1.65%）

均 等 割 50,900円（医療27,400円、支援10,600円、介護12,900円）

課税限度額 99万円（医療63万円、支援19万円、介護17万円）

令和
５年度

課税限度額 ３万円（医療２万円、支援１万円） 470円
所 得 割 8.7%（医療5.1%、支援1.95%、介護1.65%）

均 等 割 50,900円（医療27,400円、支援10,600円、介護12,900円）

課税限度額 102万円（医療65万円、支援20万円、介護17万円）

令和
６年度
（案）

所 得 割 0.52%（医療0.52%、支援0%、介護0%）

均 等 割 5,000円（医療3,600円、支援700円、介護700円）

課税限度額 ２万円（支援２万円）
8,175円

所 得 割 9.22%（医療5.62%、支援1.95%、介護1.65%）

均 等 割 55,900円（医療31,000円、支援11,300円、介護13,600円）

課税限度額 104万円（医療65万円、支援22万円、介護17万円）

＊ 当該年度の当初課税における実際の課税額と前年度税率を用いた試算との差額を算出（令和６年度は、令和５年度当初課税と改定案課税額（試算）の差）。

＊ 低所得者に係る軽減措置（７割・５割・２割）の基準所得額は当該年度の基準額で固定。（令和６年度は、前年度の基準額）。減免額は反映していない。



【参考資料】 他市区の状況

（１） 税率改定の状況

所得割率 均等割額 課税限度額

令和３
改定市の数 4市 5市 5市

改定値の平均 + 0.38％ + 2,540円 + 3万円

令和４
改定市の数 21市 19市 25市

改定値の平均 + 0.46％ + 2,632円 + 3万円

令和５
改定市の数 13市 10市 23市

改定値の平均 + 0.87％ + 6,080円 + 2万円

（出典：東京都ホームページ掲載資料に基づき算出）
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【参考資料】 他市区の状況

（２） 赤字解消目標年度

目標年度 市名

令和5 八王子市、東大和市

令和7 立川市、東久留米市

令和10 青梅市、東村山市

令和11 小金井市、あきる野市

令和12 稲城市、武蔵村山市、清瀬市

令和14 狛江市、多摩市、町田市、福生市

目標年度 市名

令和16 小平市、羽村市

令和17 武蔵野市

令和19 国分寺市、日野市、三鷹市

令和20 府中市、国立市、昭島市

令和21 西東京市

令和23 調布市

（出典：東京都ホームページ掲載資料に基づき算出）
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(3) 応益割合の推移

年度 平成29 平成30 令和元 令和２ 令和３

武蔵野市 34.4 32.88 32.46 33.33 35.01

A市 34.2 31.06 31.13 30.55 30.85

B市 37.4 37.36 37.39 37.81 37.11

市町村平均 42.2 41.15 41.31 41.18 41.51

（単位 ％）

【参考資料】 他市区の状況

（出典：東京都保健医療局資料（H28・29）、東京都市国民健康保険協議会（H30～R３） ）
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＊武蔵野市及びA市、B市は、平成29年度の応益割合の下位３市（2方式を採用）。
＊令和３年度の武蔵野市の順位は、30市町村中28位。
＊令和４年度23区平均 40.70％


